
岩倉市違反屋外広告物等除却等実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号。以下「法」という。）及

び愛知県屋外広告物条例（昭和３９年愛知県条例第５６号。以下「条例」という。）に違

反したはり紙、はり札等、広告旗及び立看板等の広告物又は掲出物件（以下「広告物等」

という。）の除却等に関し必要な事項を定め、良好な景観を形成し、風致を維持し、かつ

公衆に対する危害を防止することを目的とする。 

 

（広告物等の除却） 

第２条 除却作業を業務委託するときは、委託を受けた業者を現場で指揮しなければなら

ないものとする。 

２ 実施のために使用するトラック等には横断幕等を掲げることにより広告物等の取締実

施中であることを明示するよう努めるものとする。 

３ 路上における作業のための停車は一箇所において長時間にわたらないように心掛け、

交通の危険及び停滞の防止に十分配慮するものとする。 

４ 除却作業に従事するとき又は委託を受けた業者を現場で指揮するときは、屋外広告物

除却員証（様式第１）を携帯しなければならないものとする。 

５ 条例に明らかに違反して表示されたはり紙は、直ちに除却するものとする。条例に明

らかに違反して表示又は設置されたはり札等、広告旗及び立看板等は、補修その他必要

な管理がなされず、良好な状態に保持されていないときは、法第７条第４項第２号にい

う「管理されずに放置されていることが明らかなとき」とみなし、除却するものとする。 

６ 広告物等の除却を完了したときは、速やかに保管広告物等一覧簿（様式第２）を作成

し、広告物等除却完了報告書（様式第３）により岩倉市長へ報告するものとする。 

 

（除却した広告物等の保管及び返還） 

第３条 広告物等は、汚損、破損又は盗難の防止に留意して保管するよう努めるものとす

る。 

２ 広告物等は、返還の申出があったときに速やかに返還できるよう、保管場所を明確に

し、整理を施して保管するよう努めるものとする。 

３ 広告物等の所有者等から当該広告物の返還の申出があったときは、当該申請者にその

氏名及び住所を証するに足りる書類を提示させる等の方法によって、その者がその返還

を受けるべき所有者等であることを証明させ、誓約書（様式第４）及び受領書（様式第

５）と引換えに返還するものとする。 

 

（除却した広告物等の公示） 



第４条 公示は、岩倉市役所の掲示板等に保管広告物等一覧簿の写しを掲示することによ

って行うものとする。ただし、保管広告物等一覧簿の所有者等（又は広告主）の名前、

住所及び電話番号の事項は伏して公示するものとする。 

２ 公示の期間は、保管を始めた日から起算して２週間とする。ただし、広告物等がはり

札等、広告旗及び立看板等であって掲出物件を含まないときは、２日間とする。 

３ 広告物等の価額の評価が高価である等の除却の事実を違反広告物等の所有者等に知ら

せるべき特段の事情があると認められるときは、その者に対し広告物等除却通知書（様

式第６）により除却の事実を通知することができるものとする。 

４ 公示の要旨を愛知県公報へ登載しなければならないときは、公報登載依頼書（様式第

７）により愛知県都市・交通局都市基盤部公園緑地課長へ愛知県公報への登載を依頼す

るものとする。 

５ 保管広告物等一覧簿は、建設部都市整備課内に備え付け、かつこれを希望者に閲覧さ

せるものとする。ただし、保管広告物等一覧簿の所有者等（又は広告主）の名前、住所

及び電話番号の事項は伏して閲覧に供するものとする。 

６ 保管広告物等一覧簿は、公示の日から一年間保存するものとする。 

 

（除却した広告物等の売却又は廃棄） 

第５条 広告物等の価額の評価は、別に通知する「違反屋外広告物等の除却後の価額につ

いて」により行うものとする。 

２ 広告物等の価額の評価について、専門的知識を有する者の意見を聴く必要があるとき

は、意見照会依頼書（様式第８）により愛知県都市・交通局都市基盤部公園緑地課長へ

意見照会を依頼するものとする。 

３ 広告物等が植物等の通常の管理による保管の継続によっては価値が著しく減少するお

それがあるものであるときは、法第８条第３項にいう「滅失し、若しくは破損するおそ

れがあるとき」とみなし、直ちに売却することができるものとする。 

４ 広告物等がはり札等、広告旗及び立看板等であって掲出物件を含まないときは、法第

８条第３項第１号にいう「前条第４項の規定により除却された広告物」とみなすものと

する。 

５ 広告物等の価額の評価がおおむね１０万円以上であるときは、法第８条第３項第２号

にいう「特に貴重な広告物又は掲出物件」とみなすものとする。 

６ 前２項のいずれにも該当しない広告物等は、法第８条第３項第３号にいう「前２号に

掲げる広告物又は掲出物件以外の広告物又は掲出物件」とみなすものとする。 

７ 公示の日から条例第１５条の２第３項に定める期間を経過してもなお広告物等を返還

することができない場合において、当該広告物等の保管のために、岩倉市役所において

土地又は建物等を借り入れたときの借入費又は特別の勤務や人員の雇用を要したときの

人件費が当該広告物等の評価価額より大きいことが明らかなときは、法第８条第３項に



いう「保管に不相当な費用若しくは手数を要するとき」とみなし、当該広告物等を売却

することができるものとする。 

８ 広告物等の売却手続は、岩倉市契約規則（昭和４６年岩倉市規則第１４号）の規定に

より行うものとする。なお、一たびの競争入札において、売却予定価格が３０万円以下

である広告物等は、条例第１５条の２第５項にいう「その他競争入札に付することが適

当でないと認められる広告物又は掲出物件」とみなし、随意契約により売却することが

できるものとする。 

９ 売却しようとする広告物等の価額の評価が入札者等への通知等に要する費用に至らな

い場合は、法第８条第４項にいう「広告物又は掲出別件の価額が著しく低い場合」とみ

なすものとする。なお、広告物等の売却を試みたものの買受人がない事例があった以後

は、同種の広告物等の売却について、法第８条第４項にいう「売却しても買受人がない

ことが明らかであるとき」とみなすものとし、当該広告物等を廃棄することができるも

のとする。 

１０ 入札者等への通知等に要した費用は、法第８条第５項にいう「売却に要した費用」

とみなし、売却代金をその費用に充てることができるものとする。なお、その収入手

続は、岩倉市予算決算会計規則（昭和６２年岩倉市規則第１号）の規定により行うも

のとする。 

１１ 前項の規定による他、広告物等の除却、保管、売却、公示その他の措置に要した費

用は、措置費用等請求書（様式第９）により広告物等の返還を受けるべき広告物等の

所有者等に負担させることができるものとする。 

１２ 売却代金の保管は、会計課の金庫に保管することによって行うものとする。なお、

広告物等の所有者等からその返還の申出があったときは、当該申請者にその氏名及び

住所を証するに足りる書類を提示させる等の方法によって、その者がその返還を受け

るべき所有者等であることを証明させ、誓約書及び受領書と引換えに返還するものと

する。 

１３ 公示の日から起算して６月を経過してもなお広告物等の売却代金をその所有者等に

返還することができず、その所有権が岩倉市に帰属した後は、その収入手続を岩倉市

予算決算会計規則の規定により行うものとする。 

１４ 所有権が岩倉市に帰属した広告物等は、不用決定調書（様式第 10）により不用決定

の手続を行った後に廃棄するものとする。ただし、当該広告物等を売却することがで

きるときは、その売却手続及びその売却代金の収入手続は、岩倉市予算決算会計規則

の規定により行うものとする。 

 

附  則 

この要領は、平成 16年 12月 17日から施行する。 

 



附  則 

この要領は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

 

附  則 

この要領は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

 

 


